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和泉市規則第 ３４ 号 

 

和泉市景観条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）及び和泉市景観条例（令和５年和泉市条例第１９号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この規則における用語の意義は、法及び条例において使用する用語の例による。 

（工作物の範囲） 

第３条 条例第２条第２項第１号の規則で定める工作物は、次に掲げる工作物とする。 

（１）煙突（支枠がある場合においては、これを含む。） 

（２）鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱その他これらに類するもの（旗ざお並びに架空電線路用及び電気事業法（昭和３９年法律第１

７０号）第２条第１項第１７号に規定する電気事業者の保安通信設備用のものを除く。） 

（３）装飾塔、記念塔その他これらに類するもの 



（４）高架水槽、サイロ、物見塔、携帯基地局施設その他これらに類するもの 

（５）垣、柵、塀、擁壁その他これらに類するもの 

（６）ウォーターシュート、コースター、メリーゴーラウンド、観覧車、飛行塔その他これらに類するもの 

（７）コンクリートプラント、アスファルトプラント及びクラッシャープラント 

（８）自動車車庫の用途に供する工作物 

（９）石油、ガスその他これらに類するものを貯蔵する工作物 

（１０）汚物処理場、ごみ焼却場その他の処理施設の用途に供する工作物 

（１１）地上に設置する太陽光発電施設 

（計画提案団体の認定等） 

第４条 条例第７条第１項に規定する計画提案団体の認定を受けようとする者は、景観計画提案団体認定申請書（様式第１号）に次に掲げ

る書類を添付して、市長に申請しなければならない。 

（１）定款、規約又はこれらに準ずるもの 

（２）役員名簿及び構成員名簿 

（３）活動の内容を示す書面 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めた者について計画提案団体として認定し、その旨を景

観計画提案団体認定通知書（様式第２号）により当該申請を行った団体に通知するものとする。 

３ 計画提案団体として認定を受けた団体は、第１項の景観計画提案団体認定申請書又は第１項各号に掲げる書類（以下この項において「添

付書類」という。）の内容に変更があったときは、景観計画提案団体変更届出書（様式第３号）に当該変更に係る添付書類を添付して、速

やかに市長に届け出なければならない。 

４ 市長は、計画提案団体の認定を受けた団体について、計画提案団体として認定することが適当でなくなったと認めるときは、当該認定



を取り消すことができる。 

５ 市長は、前項の規定により認定を取り消したときは、その旨を景観計画提案団体認定取消通知書（様式第４号）により当該団体に通知

するものとする。 

（事前協議） 

第５条 条例第１０条第１項及び第２項の規定による協議は、景観計画区域内行為事前協議書（様式第５号）を市長に提出することにより

行わなければならない。 

２ 条例第１０条第２項の規則で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

（１）表示面積の合計が５０平方メートルを超える屋外広告物の表示若しくは掲出物件の設置又は屋外広告物及び掲出物件の改造若しくは

移転 

（２）表示面積が７平方メートルを超える発光可変表示式屋外広告物の表示若しくは掲出物件の設置又は発光可変表示式屋外広告物及び掲

出物件の改造若しくは移転 

３ 条例第１０条第３項の規定による協議は、景観計画区域内行為事前協議に係る変更協議書（様式第６号）を市長に提出することにより

行わなければならない。 

４ 条例第１０条第４項後段の規定による通知は、景観計画区域内行為通知書（様式第７号）により行わなければならない。 

（事前協議の添付図書） 

第６条 前条第１項の景観計画区域内行為事前協議書又は同条第４項の景観計画区域内行為通知書には、別表の左欄に掲げる行為の種類に

応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる図書を添付しなければならない。 

２ 前条第３項の景観計画区域内行為事前協議に係る変更協議書には、別表の左欄に掲げる行為の種類に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げ

る図書のうち、その内容が変更されるものを添付しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、当該図書の一部を添付する必要がないと認めるときは、当該図書の一部の添付を省略させること

ができる。 



（届出を要する行為の追加） 

第７条 条例第１１条の規則で定める物件の堆積は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１）堆積の高さが３メートルを超えるもの又は行為地（物件の堆積を行う敷地をいう。以下同じ。）の面積が１,０００平方メートルを超

えるもの 

（２）堆積期間が９０日を超えるもの 

（行為の届出等） 

第８条 法第１６条第１項の規定による届出は、景観計画区域内行為届出書（様式第８号）を市長に提出することにより行わなければなら

ない。 

２ 法第１６条第２項の規定による届出に係る事項の変更の届出は、景観計画区域内行為変更届出書（様式第９号）を市長に提出すること

により行わなければならない。 

３ 法第１６条第５項後段の規定による通知は、第５条第４項の景観計画区域内行為通知書により行わなければならない。 

（届出の添付図書） 

第９条 前条第１項の景観計画区域内行為届出書又は同条第３項の景観計画区域内行為通知書には、別表の左欄に掲げる行為の種類に応じ、

それぞれ同表の右欄に掲げる図書を添付しなければならない。 

２ 前条第２項の景観計画区域内行為変更届出書には、別表の左欄に掲げる行為の種類に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる図書のうち、

当該届出に係る事項の変更に伴いその内容が変更されるものを添付しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長は、当該図書の一部を添付する必要がないと認めるときは、当該図書の一部の添付を省略させること

ができる。 

（届出に係る氏名等の変更等の届出） 

第１０条 条例第１３条第１項の規定による届出は、景観計画区域内行為に係る氏名等変更届出書（様式第１０号）を市長に提出すること

により行わなければならない。 



２ 条例第１３条第２項の規定による届出は、景観計画区域内行為取りやめ届出書（様式第１１号）を市長に提出することにより行わなけ

ればならない。 

（届出を要しない行為） 

第１１条 条例第１４条第１号の規則で定める建築物の建築等は、高さ（増築又は改築の場合にあっては、当該増築又は改築を行った後の

高さ）が１５メートル以下かつ建築面積（増築又は改築の場合にあっては、当該増築又は改築を行った後の建築面積）が２,０００平方メ

ートル以下の建築物の建築等とする。 

２ 条例第１４条第２号の規則で定める工作物の建設等は、次の各号に掲げる工作物の区分に応じ、当該各号に定める規模（増築又は改築

の場合にあっては、当該増築又は改築を行った後の規模）の工作物の建設等とする。 

（１）第３条第１号から第４号までに掲げる工作物 高さ（工作物が建築物と一体となって設置される場合にあっては、地盤面（建築基準

法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第２条第２項に規定する地盤面をいう。）から当該工作物の上端までの高さ。以下この項におい

て同じ。）が１５メートル以下 

（２）第３条第５号に掲げる工作物 高さが３メートル以下又は延長（工作物が道路、公園、広場その他の公共の用に供する空地に隣接又

は近接している長さをいう。）が５０メートル以下 

（３）第３条第６号から第１０号までに掲げる工作物 高さが１５メートル以下かつ築造面積（建築基準法施行令第２条第１項第５号に規

定する築造面積をいう。次号において同じ。）が２,０００平方メートル以下 

（４）第３条第１１号に掲げる工作物 築造面積が１,０００平方メートル以下 

３ 条例第１４条第３号の規則で定める開発行為は、開発区域の面積が５,０００平方メートル以下の開発行為とする。 

４ 条例第１４条第４号の規則で定める建築物の建築等又は工作物の建設等は、次に掲げる建築物の建築等又は工作物の建設等（以下この

項において「建築等行為」という。）とする。 

（１）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８５条第６項の規定による許可を受けて行う建築等行為 

（２）文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１６８条第２項の同意を得て行う建築等行為 



（３）大阪府文化財保護条例（昭和４４年大阪府条例第５号）第２４条第１項若しくは第５５条第１項の許可を受けて行う建築等行為又は

同条例第１９条第１項若しくは第４０条第１項の規定による届出をして行う建築等行為 

（４）和泉市文化財保護条例（平成８年和泉市条例第１４号）第１６条第１項若しくは第３７条第１項の許可を受けて行う建築等行為又は

同条例第１７条第１項若しくは第２９条第１項の規定による届出をして行う建築等行為 

（５）都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条第２項若しくは第６条第１項若しくは第３項の許可を受けて行う建築等行為又は同法

第９条の協議が成立することにより行う建築等行為 

（６）自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第１６条第２項の規定による協議をして行う建築等行為、同条第３項の認可を受けて行う

建築等行為、同法第２０条第３項若しくは第２１条第３項の許可を受けて行う建築等行為又は同法第６８条第１項後段の規定による協

議をして行う建築等行為 

５ 条例第１４条第５号エの規則で定める軽微な変更は、次に掲げる変更とする。 

（１）次に掲げる事項以外の事項に係る変更 

ア 建築物又は工作物の配置、規模及び形態 

イ 建築物又は工作物の外観の色彩及び素材 

ウ 植栽する樹木の位置及び種類 

（２）建築物又は工作物の配置、規模若しくは形態若しくは外観の色彩若しくは素材又は植栽する樹木の位置若しくは種類に係る変更であ

って、当該建築物又は工作物が存する敷地の外の空間（当該建築物又は工作物の高さを超える空間を除く。）から見ることができないも

の 

６ 条例第１４条第６号の規則で定める行為は、次に掲げる行為とする。 

（１）文化財保護法第３５条第１項（同法第８３条、第１１８条及び第１２０条において準用する場合を含む。）の規定による補助金の交付

を受けて行う行為 

（２）大阪府文化財保護条例第２０条第１項（同条例第４１条において準用する場合を含む。）の規定による補助金の交付を受けて行う行為 



（３）和泉市文化財保護条例第１２条第１項（同条例第３０条において準用する場合を含む。）の規定による補助金の交付を受けて行う行為 

（４）都市公園法第２条の３の規定に基づく都市公園の管理として行う行為 

（５）自然公園法第２０条第１項の規定により指定された特別地域の区域内において行う行為 

（６）前各号に掲げるもののほか、次のいずれかに該当する行為 

ア 建築基準法第８５条第２項に規定する仮設建築物に係る行為 

イ 水面下において行う行為 

ウ 行為に係る建築物又は工作物が存する敷地の外の空間（当該建築物又は工作物の高さを超える空間を除く。）から見ることができな

い行為 

エ 建築物又は工作物の外観を変更することとなる修繕若しくは模様替又は色彩の変更であって、その外観の過半の変更でないもの 

（行為の完了の届出） 

第１２条 条例第１６条の規定による届出は、景観計画区域内行為完了届出書（様式第１２号）を市長に提出することにより行わなければ

ならない。 

２ 前項の景観計画区域内行為完了届出書には、届出に係る行為が完了した後の建築物又は工作物の外観、敷地又は行為地の状況及び敷地

又は行為地の周辺の状況を示す写真その他市長が必要と認める図書を添付しなければならない。 

（身分証明書） 

第１３条 法第１７条第８項の証明書は、身分証明書（様式第１３号）とする。 

２ 法第２３条第３項（法第３２条第１項において準用する場合を含む。）の証明書は、身分証明書（様式第１４号）とする。 

（景観重要建造物及び景観重要樹木の標識） 

第１４条 法第２１条第２項の規定による標識の設置は、景観重要建造物標識（様式第１５号）を公衆の見やすい場所に掲示することによ

り行うものとする。 

２ 法第３０条第２項の規定による標識の設置は、景観重要樹木標識（様式第１６号）を公衆の見やすい場所に掲示することにより行うも



のとする。 

（景観協定の認可の申請等） 

第１５条 法第８１条第４項又は法第９０条第１項の規定により景観協定の認可を受けようとする者は、景観協定認可申請書（様式第１７

号）に次に掲げる図書を添付して、市長に申請しなければならない。 

（１）法第８１条第２項に掲げる事項を定めた協定書 

（２）景観協定区域及び景観協定区域隣接地の区域を表示する図面 

（３）景観協定区域内の土地の登記事項証明書 

（４）景観協定区域に係る不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第１４条第１項に規定する地図又は同条第４項に規定する地図に準

ずる図面（以下これらを「公図等」という。）の写し 

（５）景観協定区域内の土地所有者等の全員の合意を証する書類 

（６）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるもの 

２ 前項の規定は、法第８４条第１項の規定により変更の認可を受ける場合に準用する。この場合において、前項中「景観協定認可申請書

（様式第１７号）」とあるのは、「景観協定変更認可申請書（様式第１８号）」と読み替えるものとする。 

（景観協定区域からの除外の届出） 

第１６条 法第８５条第３項の規定による届出は、景観協定区域除外届出書（様式第１９号）に次に掲げる図書を添付して行わなければな

らない。 

（１）法第８５条第１項又は第２項に該当する旨を証する書類 

（２）除外の対象となる土地の区域を表示する図面 

（３）除外の対象となる土地の登記事項証明書 

（４）除外の対象となる土地に係る公図等の写し 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 



（景観協定に加わる手続） 

第１７条 法第８７条第１項又は第２項の規定により景観協定に加わろうとする者は、景観協定加入届出書（様式第２０号）に次に掲げる

図書を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１）加入しようとする景観協定区域及び加入の対象となる土地の区域を表示する図面 

（２）加入の対象となる土地の登記事項証明書 

（３）加入の対象となる土地に係る公図等の写し 

（４）加入の対象となる土地が景観協定区域隣接地の場合は、当該土地の所有者等の全員の合意を証する書類 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（景観協定の廃止の申請） 

第１８条 法第８８条第１項の規定により景観協定の廃止の認可を受けようとする者は、景観協定廃止認可申請書（様式第２１号）に次に

掲げる図書を添付して、市長に申請しなければならない。 

（１）景観協定区域内の土地の登記事項証明書 

（２）景観協定区域に係る公図等の写し 

（３）景観協定区域内の土地所有者等の過半数の合意を証する書類 

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（景観整備機構の指定の申請） 

第１９条 法第９２条第１項の規定により景観整備機構の指定を受けようとする者は、景観整備機構指定申請書（様式第２２号）に次に掲

げる図書を添付して、市長に申請しなければならない。 

（１）定款 

（２）登記事項証明書（申請日前３０日以内に発行されたもの） 

（３）役員名簿 



（４）直近の収支予算書及び収支決算書 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（景観整備機構の指定の基準） 

第２０条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、次に掲げる基準に適合すると認められるときは、法第９２条第１項の規

定による指定をすることができるものとする。 

（１）法第９３条各号に掲げる景観整備機構の業務を適正かつ確実に行うことができる事業執行体制及び経済的基礎を有すること。 

（２）業務内容が本市の景観行政の推進に資するものであること。 

（景観整備機構の変更の届出） 

第２１条 法第９２条第３項の規定による届出は、景観整備機構名称等変更届出書（様式第２３号）を市長に提出することにより行わなけ

ればならない。 

（景観整備機構の監督） 

第２２条 景観整備機構は、各会計年度の開始前までに当該年度の事業計画書及び収支予算書を市長に提出しなければならない。ただし、

当該年度の開始前に提出することが困難であると市長が認めるときは、当該年度の開始後に提出することができる。 

２ 景観整備機構は、各会計年度の終了後速やかに、当該年度の事業報告書及び収支決算書を市長に提出しなければならない。 

（審議会の会長及び副会長） 

第２３条 条例第２９条第１項の和泉市景観審議会（以下「審議会」という。）に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定

める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （審議会の会議） 

第２４条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長がその議長となる。ただし、会長が選任されていない場合その



他会長が招集できない場合は、市長が招集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければこれを開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会長は、災害その他の理由により会議を招集することができない場合においては、第１項及び第２項の規定にかかわらず、書面その他

の方法により議事を行うことができる。この場合において、前項中「出席委員」とあるのは、「委員」とする。 

５ 会長は、必要と認めるときは、会議に関係者の出席を求め、その説明若しくは意見を聴き、又は必要な資料の提出を求めることができ

る。 

 （委員等の守秘義務） 

第２５条 委員及び関係者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

 （審議会の庶務） 

第２６条 審議会の庶務は、都市景観担当部署において処理する。 

（審議会の運営） 

第２７条 第２３条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

（補足） 

第２８条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、令和５年８月１日から施行する。ただし、第５条第２項及び第７条の規定は、令和６年１月１日から施行する。 

 

別表（第６条、第９条関係） 

行為の種類 図書 



図書の種類 縮尺 明示すべき事項 

建築物の建築

等又は工作物

の建設等 

景観形成基準チェックシ

ート 

 和泉市景観計画に定める景観形成基準に対する配慮の状況等（別に定める様式に

従うこと。） 

付近見取図 ２,５００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）道路 

（４）目標となる地物 

（５）行為の場所 

現況平面図 ２００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）行為に係る敷地全体の現況 

（４）隣接する道路の位置及び幅員 

（５）現況写真の撮影位置及び撮影方向 

配置図 ２００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）敷地の境界線 

（４）敷地内における建築物又は工作物の位置及び用途 

（５）届出に係る建築物又は工作物と他の建築物等との別 

（６）植栽する樹木等の位置、種類及び高さ 

（７）附属する門及び塀の位置、材料の種別及び色彩 

（８）駐車場及び駐輪場の位置 



（９）ごみ集積設備の位置 

（１０）敷地に接する道路の位置及び幅員 

（１１）主要地盤高さ 

（１２）切盛行為を行う場合にあっては、当該切盛の箇所（該当箇所を着色する

こと。）及びのり面処理材料 

平面図（１階及び基準階） ２００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）主要部分の寸法 

（４）開口部の位置 

屋根伏図 ２００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）主要部分の寸法 

（４）開口部の位置 

（５）電気、ガス、給水、排水、換気、暖房、冷房、消火、排煙及び汚水処理の

設備並びに煙突、昇降機及び避雷針（以下「建築設備」という。）の位置 

着色立面図（４面以上） ２００分の１以上 （１）縮尺 

（２）外観上主要な部分の材料の種別及び色彩（日本工業規格ＪＩＳＺ８７２１

に定める色相、明度及び彩度の３属性の値（以下「マンセル値」という。）

によること。） 

（３）開口部、軒及び建築設備の位置及び形状 

断面図 ２００分の１以上 （１）縮尺 



（２）屋根の形状 

（３）建築物及び工作物の高さ 

現況写真  行為に係る敷地付近及び当該敷地の現況が分かる写真（カラー写真とすること。） 

完成予想図  行為後の状況が分かる図（着色すること。） 

眺望への影響評価図  フォトモンタージュ、コンピュータグラフィック等を用いて作成した行為後の主

要眺望点からの眺望の状況 

その他図書  参考となるべき事項（必要に応じて提出すること。） 

開発行為 景観形成基準チェックシ

ート 

 和泉市景観計画に定める景観形成基準に対する配慮の状況等（別に定める様式に

従うこと。） 

付近見取図 ２,５００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）道路 

（４）目標となる地物 

（５）行為の場所 

現況平面図 ２,５００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）行為地の区域 

（４）周辺の土地利用の現況及び地形 

（５）隣接する道路の位置及び幅員 

（６）断面図に係る断面の位置及び方向 

（７）現況写真の撮影位置及び撮影方向 



土地利用計画図 ２,５００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）行為後に設置する施設等の位置、種類及び規模 

（４）行為後における植栽等の位置、種類及び規模 

（５）行為中の遮へい物の位置、種類、構造及び規模 

（６）断面図に係る断面の位置及び方向 

断面図 ２００分の１以上 （１）縮尺 

（２）行為の前後における行為地の縦断面及び横断面 

現況写真  行為地付近及び当該行為地の現況が分かる写真（カラー写真とすること。） 

完成予想図  行為後の状況が分かる図（着色すること。） 

眺望への影響評価図  フォトモンタージュ、コンピュータグラフィック等を用いて作成した行為後の主

要眺望点からの眺望の状況 

その他図書  参考となるべき事項（必要に応じて提出すること。） 

物件の堆積 景観形成基準チェックシ

ート 

 和泉市景観計画に定める景観形成基準に対する配慮の状況等（別に定める様式に

従うこと。） 

付近見取図 ２,５００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）道路 

（４）目標となる地物 

（５）行為の場所 

配置図 ２００分の１以上 （１）縮尺 



（２）方位 

（３）敷地の境界線 

（４）行為地の形状及び寸法 

（５）隣接する道路の位置及び幅員 

（６）堆積する物件の位置、種類及び規模 

（７）現況写真の撮影位置及び撮影方向 

現況写真  行為地付近及び当該行為地の現況が分かる写真（カラー写真とすること。） 

完成予想図  （１）行為後の状況が分かる図（着色すること。） 

（２）主要部分の色彩（マンセル値によること。） 

眺望への影響評価図  フォトモンタージュ、コンピュータグラフィック等を用いて作成した行為後の主

要眺望点からの眺望の状況 

その他図書  参考となるべき事項（必要に応じて提出すること。） 

屋外広告物の

表示等 

景観誘導指針チェックシ

ート 

 和泉市景観計画に定める景観誘導指針に対する配慮の状況等（別に定める様式に

従うこと。） 

付近見取図 ２００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 

（３）道路 

（４）目標となる地物 

（５）行為の場所 

配置図 １００分の１以上 （１）縮尺 

（２）方位 



（３）敷地の境界線 

（４）広告物の位置 

（５）現況写真の撮影位置及び撮影方向 

着色立面図 １００分の１以上 各面の主要部分、掲出物件及び露出する附帯設備等に関する次の事項 

（１）寸法 

（２）材料 

（３）仕上げ 

（４）構造 

（５）色彩（マンセル値によること。） 

（６）音響を用いる場合は最大音量 

（７）照明を用いる場合（発光可変表示式屋外広告物を含む。）は日中、夜間、

深夜の最大輝度 

現況写真  行為に係る敷地付近及び当該敷地の現況が分かる写真（カラー写真とすること。） 

完成予想図  （１）行為後の状況が分かる図（着色すること。） 

（２）主要部分の色彩（マンセル値によること。） 

眺望への影響評価図  フォトモンタージュ、コンピュータグラフィック等を用いて作成した行為後の主

要眺望点からの眺望の状況 

その他図書  参考となるべき事項（必要に応じて提出すること。） 
 



 

様式第１号（第４条関係） 

景 観 計 画 提 案 団 体 認 定 申 請 書  

 

  年  月  日 

 

  （申請先）和泉市長 あて 

 

                    申請者 所 在 地  

                        団体の名称  

                        代 表 者 名  

                        電 話 番 号  

 

 

 和泉市景観条例第７条第１項に規定する計画提案団体としての認定を受けたいので、和泉市景観条例

施行規則第４条第１項の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

団 体 の 活 動 目 的 

 

 

 

 

 

団体の主たる活動内容 

 

 

 

 

 

 

団 体 の 構 成 員 数 

 

            人 

 

添 付 書 類 

 

□ 定款、規約又はこれらに準ずるもの 

□ 役員名簿及び構成員名簿 

□ 活動の内容を示す書面 

□ その他（                        ） 

 
 
  



 

様式第２号（第４条関係） 

景 観 計 画 提 案 団 体 認 定 通 知 書  

 

  年  月  日 

 

           様 

 

 

                              和泉市長         ㊞ 

 

       年  月  日付けで申請のあった計画提案団体の認定については、次のとおり認定す

ることとしたので、和泉市景観条例施行規則第４条第２項の規定により通知します。 

 

団 体 の 名 称 

 

 

 

認 定 番 号 

 

 第                号 

 

認 定 年 月 日 

 

        年    月    日 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

  



 

様式第３号（第４条関係） 

景 観 計 画 提 案 団 体 変 更 届 出 書  

 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                    届出者 所 在 地  

                        団体の名称  

                        代 表 者 名  

                        電 話 番 号  

 

 

 計画提案団体の申請事項等について変更が生じたので、和泉市景観条例施行規則第４条第３項の規定

により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

 

認 定 番 号 

 

 第                号 

 

認 定 年 月 日 

 

        年    月    日 

 

変
更
事
項 

変 更 前 

 

 

 

 

変 更 後 

 

 

 

 

変 更 理 由 

 

 

 

 

 

添 付 書 類 

※変更に係る書類を添付してください。 

 

 

 

  



 

様式第４号（第４条関係） 

景 観 計 画 提 案 団 体 認 定 取 消 通 知 書  

 

  年  月  日 

 

           様 

 

                              和泉市長         ㊞ 

 

 和泉市景観条例施行規則第４条第４項の規定により、計画提案団体の認定を次のとおり取り消したの

で、同条第５項の規定により次のとおり通知します。 

 

認定を取り消す団体 

 所 在 地  

 団体の名称  

 代 表 者 名  

認 定 番 号 

 

 第                号 

 

認 定 年 月 日 

 

        年    月    日 

 

取 消 年 月 日 

 

        年    月    日 

 

取 消 理 由 

 

 

 

（審査請求等に関する教示） 

１ この処分に不服がある場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定により、この処

分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、和泉市長に対して審査請求をすること

ができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、こ

の処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができなくなります。）。 

２ この処分に対して取消しの訴えを提起する場合は、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）

の規定により、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、和泉市を被告と

して（訴訟において和泉市を代表する者は和泉市長となります。）提起しなければなりません（なお、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日の翌日か

ら起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、上

記１の審査請求をした場合は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内に提起することができます（なお、裁決があったことを知った日の翌日から起算して６

か月以内であっても、裁決の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。）。  



 

様式第５号（第５条関係） 

景 観 計 画 区 域 内 行 為 事 前 協 議 書  
 

  年  月  日 
 

  （提出先）和泉市長 あて 
 

                  申出者 住  所  

                      氏  名  
 

                      電話番号  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 和泉市景観条例第１０条第１項又は第２項の規定により、景観計画区域内における行為について、次

のとおり協議を申し出ます。 
 

行 為 の 場 所  和泉市  

代 理 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

設 計 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

施 工 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

行
為
の
場
所
に
係
る
区
域
区
分 

用 途 地 域   

景 観 エ リ ア 

 □ 農地と一体となった集落景観エリア 

 □ 新市街地景観エリア 

 □ 都市と自然の交流景観エリア 

 □ 既成市街地景観エリア 

 □ 農村景観エリア 

 □ 里山景観エリア 

景 観 軸 

 □ 該当なし 

 □ 道路景観軸（                ） 

 □ 河川景観軸（                ） 

 □ 歴史街道景観軸 

景観形成拠点 

 □ 該当なし 

 □ 賑わいの景観形成拠点（                ） 

 □ 緑と憩いの景観形成拠点（                ） 

 □ 文化・芸術の景観形成拠点（                ） 

 □ 地域づくりの景観形成拠点（                ） 

行 為 の 期 間 着手予定日     年  月  日 完了予定日     年  月  日 

行 為 の 種 類 

 □ 建築物の建築等 （新築・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 工作物の建設等 （新設・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 開発行為  □ 物件の堆積  □ 屋外広告物の表示等  
注１ 代理者、設計者及び施工者が法人その他の団体の場合は、

所在地、名称及び代表者名を記入してください。 

 ２ 「区域区分」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当す

る景観軸・景観形成拠点の名称を記入してください。 

 ３ 「行為の種類」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当

する新築等の区分を○で囲んでください。 

 ４ 行為の種類に応じて、別紙の共通様式１～４のいずれか

を記入し、併せて提出してください。 

 ５ ※印がある欄は、記入不要です。 

※市処理欄 ※受付欄 

景観アドバイザー会議 

□ 要   □ 不要 

 第       号 

 

 

 

 
 

協議事項 

□ あり  □ なし 

事前協議完了年月日 

    年  月  日 
  



 

 

添付図書 

 
建築物の建

築等 

工作物の建

設等 
開発行為 物件の堆積 

屋外広告物

の表示等 

景観形成基準チェックシート □ □ □ □  

景観誘導指針チェックシート     □ 

付近見取図 □ □ □ □ □ 

現況平面図 □ □ □   

配置図 □ □  □ □ 

土地利用計画図   □   

平面図 □ □    

屋根伏図 □ □    

着色立面図 □ □   □ 

断面図 □ □ □   

現況写真 □ □ □ □ □ 

完成予想図 □ □ □ □ □ 

眺望への影響評価図 □ □ □ □ □ 

 
注６ 「眺望への影響評価図」は、主要眺望点からの眺望に影響を及ぼすおそれのある場合に提出してください。作成

の要否が不明な場合は都市景観担当部署の窓口で確認してください。 

 ７ 上記以外で参考となる図書があれば、併せて提出してください。 

 ８ 協議書は正・副各１部の合計２部、添付図書は各１部を提出してください。 

 

  



 

様式第５、６、７、８、９号 別紙（共通様式１） 

建築物の建築等の概要書（事前協議・届出・通知／新規・変更）  

敷 地 面 積 ㎡  

 届 出 部 分 既 存 部 分 合 計 

建 築 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ 

延 べ 面 積 ㎡ ㎡ ㎡ 

構 造 
造 

（一部      造） 

造 

（一部      造） 
 

階 数 地上  階、地下  階 地上  階、地下  階 

高 さ ｍ ｍ 

主 要 用 途  

 第 一 立 面 第 二 立 面 第 三 立 面 第 四 立 面 

外
壁 

仕 上 げ 
 

 
   

色
彩 

ベ ー ス 

カ ラ ー 
    

サ ブ 

カ ラ ー 
    

 面積割合 ％ ％ ％ ％ 

アクセント 

カ ラ ー 
    

 面積割合 ％ ％ ％ ％ 

屋
根 

仕 上 げ  

色 彩  

外壁・屋上に設置 

す る 建 築 設 備 
 

敷
地
の
緑
化 

樹種等 

高 木  

中 木  

低 木  

地被類  

外
構 

擁 壁 

構 造  

高 さ ｍ  

色 彩  

垣・柵・

塀 等 

構 造  

高 さ ｍ  

色 彩  
 
注１ 「仕上げ」の欄には、材料名を含め記入してください。（例：アスファルト防水、磁器質タイル張り） 

 ２ 「色彩」の欄には、基調となる部分のマンセル値（例：5YR8/2、N8）を記入してください。また、「面積割合」に

は、当該立面の面積に対するサブカラー及びアクセントカラーの割合を記入してください。 

  



 

様式第５、６、７、８、９号 別紙（共通様式２） 

工作物の建設等の概要書（事前協議・届出・通知／新規・変更）  

工 作 物 の 種 類 

 □ 煙突・鉄柱・プラント・貯蔵施設など（              ） 

 □ 垣・柵・塀・擁壁 

 □ 地上に設置する太陽光発電施設  

敷 地 面 積 ㎡  

 届 出 部 分 既 存 部 分 

築 造 面 積 ㎡ ㎡ 

構 造 
造  

（ 一部           造） 

造  

（ 一部           造） 

高 さ ｍ ｍ 

建築物と一体となって 

設 置 す る 場 合 の 

地盤面からの高さ 

ｍ ｍ 

 第 一 立 面 第 二 立 面 第 三 立 面 第 四 立 面 

色
彩 

ベ ー ス 

カ ラ ー 
    

サ ブ 

カ ラ ー 
    

 面 積 割 合 ％ ％ ％ ％ 

ア ク セ ン ト 

カ ラ ー 
    

 面 積 割 合 ％ ％ ％ ％ 

敷
地
の
緑
化 

樹種等 

高 木  

中 木  

低 木  

地被類  

外
構 

擁 壁 

構 造  

高 さ ｍ  

色 彩  

垣・柵・

塀 等 

構 造  

高 さ ｍ  

色 彩  

地上に設置

する太陽光

発 電 施 設 

水平投

影面積 
㎡  

樹木の 

伐 採 

 □ なし 

 □ あり 

伐採する面積 ㎡ 

伐採する樹種 
 

 

遮へい 

の方法 

 

 
 
注１ 「色彩」の欄には、基調となる部分のマンセル値（例：5YR8/2、N8）を記入してください。また、「面積割合」に

は、当該立面の面積に対するサブカラー及びアクセントカラーの割合を記入してください。 

 ２ 地上に太陽光発電施設を設置する場合は、「工作物の種類」、「敷地面積」、「敷地の緑化」、「外構」、「地上に設置す

る太陽光発電施設」の項目を記入してください。   



 

様式第５、６、７、８、９号 別紙（共通様式３） 

開発行為・物件の堆積の概要書（事前協議・届出・通知／新規・変更）  

開 発 行 為 

開 発 面 積 ㎡  

目 的 

 

 

 

 

の り 面 

勾 配 ％  

緑 化 の 

方 法 

 

 

 

 

 

擁 壁 

高 さ ｍ  

構 造 

 

 

 

行 為 地 周 辺 の 

緑 化 の 方 法 

 

 

 

 

 

物 件 の 堆 積 

行 為 地 の 面 積 ㎡  

物 件 の 種 類  

堆 積 高 さ ｍ  

行 為 地 周 辺 の 

緑 化 の 方 法 

 

 

 

 

 

遮 へ い の 方 法 

 

 

 

 

 
 
注 「色彩」の欄には、基調となる部分のマンセル値（例：5YR8/2、N8）を記入してください。 

  



 

様式第５、６、７、８、９号 別紙（共通様式４） 

屋外広告物の表示等の概要書（事前協議・通知／新規・変更）  

屋外広告物の種類 

 □ 広告塔（屋上・地上） 

 □ 広告板（屋上・壁面・突出・地上） 

 □ その他（                         ）  

広 告 面 の 総 数  総 面 積 ㎡ 

地盤面からの高さ 

（ 最 高 高 さ ） 
ｍ 掲出物件の色彩  

表示（設置）期間 
       年   月   日 から 

       年   月   日 まで 

音 響  □ 無      □ 有（最大音量       dB） 

照 明 
※発光可変表示式屋外広告物を含む 

 □ 無      □ 有（最大輝度 
日中：         cd／㎡ 

夜間：         cd／㎡ 
深夜：         cd／㎡ 

） 

 

広告物等の内訳 

No. 種 類 数 量 

表 示 面 の 面 積 
表 示 内 容 

 
面積 

(㎡) 

高さ 

(ｍ) 

面数 

(面) 

合計 

面積 

(㎡) 

縦 

(ｍ) 

横 

(ｍ) 

形状・材料・色彩・構造 

の概要 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
□ 自家用 

□ その他  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
□ 自家用 

□ その他  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
□ 自家用 

□ その他  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
□ 自家用 

□ その他  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
□ 自家用 

□ その他  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
□ 自家用 

□ その他  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
□ 自家用 

□ その他  
 
注 「広告物の内訳」は、内容に不足がない場合は、別添も可とします。 
  



 

様式第６号（第５条関係） 

景 観 計 画 区 域 内 行 為 事 前 協 議 に 係 る 変 更 協 議 書  
 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                  申出者 住  所  

                      氏  名  

 

                      電話番号  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 和泉市景観条例第１０条第１項又は第２項に規定する事前協議の内容に変更があったので、同条第３

項の規定により、次のとおり変更協議を申し出ます。 
 

行 為 の 場 所  和泉市 

当 初 協 議 書 提 出 

年 月 日 及 び 番 号 

 

行 為 の 種 類 

 □ 建築物の建築等 （新築・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 工作物の建設等 （新設・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 開発行為 

 □ 物件の堆積 

 □ 屋外広告物の表示等 

行 為 の 期 間 着手予定日     年  月  日 完了予定日     年  月  日 

変 更 の 概 要 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 

 

 

 

 

代理者又は設計者の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 
 
注１ 代理者及び設計者が法人その他の団体の場合は、所在地、

名称及び代表者名を記入してください。 

 ２ 「行為の種類」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当

する新築等の区分を○で囲んでください。 

 ３ 景観計画区域内行為事前協議書に添付が必要な図書のう

ち、この変更協議書の提出に係る変更に関係あるものに、

当該変更の内容を表示して添付してください。 

 ４ 行為の種類に応じて、別紙の共通様式１～４のいずれか

に変更した事項を記入し、併せて提出してください。 

 ５ ※印がある欄は、記入不要です。 

※市処理欄 ※受付欄 

景観アドバイザー会議 

□ 要   □ 不要 

 第       号 

 

 

 

 
 

協議事項 

□ あり  □ なし 

事前協議完了年月日 

    年  月  日 

  



 

様式第７号（第５条、第８条関係） 

景 観 計 画 区 域 内 行 為 通 知 書  
 

  年  月  日 
 

  （提出先）和泉市長 あて 
 

                  通知者 住  所  

                      氏  名  
 

                      電話番号  

 景観法第１６条第５項又は和泉市景観条例第１０条第４項の規定により、景観計画区域内における行

為について、次のとおり通知します。 
 

行 為 の 場 所  和泉市  

代 理 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

設 計 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

施 工 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

行
為
の
場
所
に
係
る
区
域
区
分 

用 途 地 域    

景 観 エ リ ア 

 □ 農地と一体となった集落景観エリア 

 □ 新市街地景観エリア 

 □ 都市と自然の交流景観エリア 

 □ 既成市街地景観エリア 

 □ 農村景観エリア 

 □ 里山景観エリア 

景 観 軸 

 □ 該当なし 

 □ 道路景観軸（                ） 

 □ 河川景観軸（                ） 

 □ 歴史街道景観軸 

景観形成拠点 

 □ 該当なし 

 □ 賑わいの景観形成拠点（                ） 

 □ 緑と憩いの景観形成拠点（                ） 

 □ 文化・芸術の景観形成拠点（                ） 

 □ 地域づくりの景観形成拠点（                ） 

行 為 の 期 間 着手予定日     年  月  日 完了予定日     年  月  日 

行 為 の 種 類 

 □ 建築物の建築等 （新築・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 工作物の建設等 （新設・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 開発行為  □ 物件の堆積  □ 屋外広告物の表示等 
 
注１ 代理者、設計者及び施工者が法人その他の団体の場合は、

所在地、名称及び代表者名を記入してください。 

 ２ 「区域区分」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当す

る景観軸・景観形成拠点の名称を記入してください。 

 ３ 「行為の種類」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当

する新築等の区分を○で囲んでください。 

 ４ 行為の種類に応じて、別紙の共通様式１～４のいずれか

を記入し、併せて提出してください。 

 ５ ※印がある欄は、記入不要です。 

※市処理欄 ※受付欄 

景観アドバイザー会議 

 □ 要   □ 不要 
 第       号 

 

 

 

 
 

協議事項 

□ あり  □ なし 

事前協議完了年月日 

    年  月  日 

  



 

 

添付図書 

 
建築物の建

築等 

工作物の建

設等 
開発行為 物件の堆積 

屋外広告物

の表示等 

景観形成基準チェックシート □ □ □ □  

景観誘導指針チェックシート     □ 

付近見取図 □ □ □ □ □ 

現況平面図 □ □ □   

配置図 □ □  □ □ 

土地利用計画図   □   

平面図 □ □    

屋根伏図 □ □    

着色立面図 □ □   □ 

断面図 □ □ □   

現況写真 □ □ □ □ □ 

完成予想図 □ □ □ □ □ 

眺望への影響評価図 □ □ □ □ □ 

 
注６ 「眺望への影響評価図」は、主要眺望点からの眺望に影響を及ぼすおそれのある場合に提出してください。作成

の要否が不明な場合は都市景観担当部署の窓口で確認してください。 

 ７ 上記以外で参考となる図書があれば、併せて提出してください。 

 ８ 通知書は正・副各１部の合計２部、添付図書は各１部を提出してください。 

 

  



 

様式第８号（第８条関係） 

景 観 計 画 区 域 内 行 為 届 出 書  
 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 
 

                  届出者 住  所  

                      氏  名  
 

                      電話番号  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 景観法第１６条第１項の規定により、景観計画区域内における行為について、次のとおり届け出ます。 
 

行 為 の 場 所  和泉市  

代 理 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

設 計 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

施 工 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

行
為
の
場
所
に
係
る
区
域
区
分 

用 途 地 域    

景 観 エ リ ア 

 □ 農地と一体となった集落景観エリア 

 □ 新市街地景観エリア 

 □ 都市と自然の交流景観エリア 

 □ 既成市街地景観エリア 

 □ 農村景観エリア 

 □ 里山景観エリア 

景 観 軸 

 □ 該当なし 

 □ 道路景観軸（                ） 

 □ 河川景観軸（                ） 

 □ 歴史街道景観軸 

景観形成拠点 

 □ 該当なし 

 □ 賑わいの景観形成拠点（                ） 

 □ 緑と憩いの景観形成拠点（                ） 

 □ 文化・芸術の景観形成拠点（                ） 

 □ 地域づくりの景観形成拠点（                ） 

行 為 の 期 間 着手予定日     年  月  日 完了予定日     年  月  日 

行 為 の 種 類 

 □ 建築物の建築等 （新築・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 工作物の建設等 （新設・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 開発行為  □ 物件の堆積  
 
注１ 代理者、設計者及び施工者が法人その他の団体の場合は、

所在地、名称及び代表者名を記入してください。 

 ２ 「区域区分」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当す

る景観軸・景観形成拠点の名称を記入してください。 

 ３ 「行為の種類」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当

する新築等の区分を○で囲んでください。 

 ４ 行為の種類に応じて、別紙の共通様式１～４のいずれか

を記入し、併せて提出してください。 

 ５ ※印がある欄は、記入不要です。 

※市処理欄 ※受付欄 

事前協議 

  第       号 

    年  月  日 

 第       号 

 

 

 

 
 

景観法第１８条第２項 

（着手制限の解除） 

□ 適用 

    年  月  日 
  



 

 

添付図書 

 
建築物の建築

等 

工作物の建設

等 
開発行為 物件の堆積 

景観計画区域内行為事前協議書

（事前協議が完了したもの）の

写し 

□ □ □ □ 

景観形成基準チェックシート □ □ □ □ 

付近見取図 □ □ □ □ 

現況平面図 □ □ □  

配置図 □ □  □ 

土地利用計画図   □  

平面図 □ □   

屋根伏図 □ □   

着色立面図 □ □   

断面図 □ □ □  

現況写真 □ □ □ □ 

完成予想図 □ □ □ □ 

眺望への影響評価図 □ □ □ □ 

 
注６ 事前協議において「協議事項あり」の場合は、景観形成基準チェックシートに回答を記入してください。 

 ７ 事前協議後の変更又は修正がある場合は、変更又は修正の箇所が分かるように明示してください。 

 ８ 事前協議において「協議事項なし」の場合で、かつ事前協議後に変更又は修正がない場合は、「景観計画区域内行

為事前協議書（事前協議が完了したもの）の写し」以外の添付図書の提出を省略できます。 

 ９ 上記以外で参考となる図書があれば、併せて提出してください。 

 10 届出書は正・副各１部の合計２部、添付図書は各１部を提出してください。 

 

 

  



 

様式第９号（第８条関係） 

景 観 計 画 区 域 内 行 為 変 更 届 出 書  

 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                  届出者 住  所  

                      氏  名  

 

                      電話番号  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 

 景観法第１６条第１項に規定する届出に係る事項のうち、行為の内容に変更があったので、同条第２

項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

行 為 の 場 所  和泉市 

当 初 届 出 年 月 日 

及 び 受 付 番 号 

 

行 為 の 種 類 

 □ 建築物の建築等 （新築・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 工作物の建設等 （新設・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 開発行為 

 □ 物件の堆積 

行 為 の 期 間 着手予定日     年  月  日 完了予定日     年  月  日 

変 更 の 概 要 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 

 

 

 

代理者又は設計者の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 
 
注１ 代理者又は設計者が法人その他の団体の場合は、所在地、

名称及び代表者名を記入してください。 

 ２ 「行為の種類」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当

する新築等の区分を○で囲んでください。 

 ３ 景観計画区域内行為届出書に添付が必要な図書のうち、

この届出に係る変更に関係あるものに、当該変更の内容

を表示して添付してください。 

 ４ 行為の種類に応じて、別紙の共通様式１～４のいずれか

に変更した事項を記入し、併せて提出してください。 

 ５ ※印がある欄は、記入不要です。 

※市処理欄 ※受付欄 
景観法第１８条第２項 

（着手制限の解除） 

□ 適用 

    年  月  日 

 第       号 

 

 

 

 
 

  



 

様式第１０号（第１０条関係） 

景 観 計 画 区 域 内 行 為 に 係 る 氏 名 等 変 更 届 出 書  
 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                  届出者 住  所  

                      氏  名  

 

                      電話番号  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 景観法第１６条第１項に規定する届出に係る事項のうち、氏名等に変更があったので、和泉市景観条

例第１３条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

受 付 番 号  第              号 

行 為 の 届 出 年 月 日       年    月    日 

行 為 の 場 所  和泉市 

変
更
の
内
容 

 □ 氏名又は 

   名称 

変 更 前 
  

変 更 後 
  

 □ 住所又は 

   所在地 

変 更 前 
  

変 更 後 
  

 □ 行為の 

   着手予定日 

変 更 前       年    月    日 

変 更 後       年    月    日 

 □ 行為の 

   完了予定日 

変 更 前       年    月    日 

変 更 後       年    月    日 

 
注１ 「変更の内容」の欄には、該当する□にレ印を付けてくだ

さい。 

 ２ 変更前の景観計画区域内行為届出書を添付してくださ

い。 

 ３ ※印がある欄は、記入不要です。 

※市処理欄 ※受付欄 

  第       号 

 

 

 

 
   



 

様式第１１号（第１０条関係） 

景 観 計 画 区 域 内 行 為 取 り や め 届 出 書  
 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                  届出者 住  所  

                      氏  名  

 

                      電話番号  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 景観法第１６条第１項に規定する届出に係る行為を取りやめたので、和泉市景観条例第１３条第２項

の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

受 付 番 号  第              号 

行為の届出年月日       年    月    日 

行 為 の 場 所  和泉市  

代 理 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

設 計 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

施 工 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

行 為 の 種 類 

 □ 建築物の建築等 （新築・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 工作物の建設等 （新設・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 開発行為 

 □ 物件の堆積 

取 り や め の 理 由 

 

 

 

 

 
 
注１ 代理者、設計者及び施工者が法人その他の団体の場合は、

所在地、名称及び代表者名を記入してください。 

 ２ 「行為の種類」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当

する新築等の区分を○で囲んでください。 

 ３ ※印がある欄は、記入不要です。 

※市処理欄 ※受付欄 

  第       号 

 

 

 

 
   



 

様式第１２号（第１２条関係） 

景 観 計 画 区 域 内 行 為 完 了 届 出 書  
 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                  届出者 住  所  

                      氏  名  

 

                      電話番号  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 景観法第１６条第１項又は第２項に規定する届出に係る行為を完了したので、和泉市景観条例第１６

条の規定により、次のとおり届け出ます。 
 

受 付 番 号  第              号 

行為の届出年月日       年    月    日 

行 為 の 場 所  和泉市  

代 理 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

設 計 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

施 工 者 の 

住 所 及 び 氏 名 等 

 住所 

 氏名                 電話番号 

行
為
の
場
所
に
係
る
区
域
区
分 

景 観 エ リ ア 

 □ 農地と一体となった集落景観エリア 

 □ 新市街地景観エリア 

 □ 都市と自然の交流景観エリア 

 □ 既成市街地景観エリア 

 □ 農村景観エリア 

 □ 里山景観エリア 

景 観 軸 

 □ 該当なし 

 □ 道路景観軸（                ） 

 □ 河川景観軸（                ） 

 □ 歴史街道景観軸 

景観形成拠点 

 □ 該当なし 

 □ 賑わいの景観形成拠点（                ） 

 □ 緑と憩いの景観形成拠点（                ） 

 □ 文化・芸術の景観形成拠点（                ） 

 □ 地域づくりの景観形成拠点（                ） 

行 為 の 種 類 

 □ 建築物の建築等 （新築・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 工作物の建設等 （新設・増築・改築・移転・修繕・模様替・色彩の変更） 

 □ 開発行為  □ 物件の堆積  

主 要 用 途  
 
注１ 代理者、設計者及び施工者が法人その他の団体の場合は、

所在地、名称及び代表者名を記入してください。 

 ２ 「区域区分」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当す

る景観軸・景観形成拠点の名称を記入してください。 

 ３ 「行為の種類」の欄には、該当する□にレ印を付け、該当

する新築等の区分を○で囲んでください。 

 ４ 完了後の状況が分かる写真を添付してください。 

 ５ ※印がある欄は、記入不要です。 

※市処理欄 ※受付欄 

  第       号 

 

 

 

 
   



 

様式第１３号（第１３条関係） 

 

                 （表） 

 

 

                 （裏） 

景観法（抜粋） 
（変更命令等） 

第１７条 
１～５ 略 
６ 前項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置（以下この条に
おいて「原状回復等」という。）を命じようとする場合において、過失がなくて
当該原状回復等を命ずべき者を確知することができないときは、景観行政団体
の長は、その者の負担において、当該原状回復等を自ら行い、又はその命じた
者若しくは委任した者にこれを行わせることができる。この場合においては、
相当の期限を定めて、当該原状回復等を行うべき旨及びその期限までに当該原
状回復等を行わないときは、景観行政団体の長又はその命じた者若しくは委任
した者が当該原状回復等を行う旨をあらかじめ公告しなければならない。 

７ 景観行政団体の長は、第１項の規定の施行に必要な限度において、同項の規
定により必要な措置をとることを命ぜられた者に対し、当該措置の実施状況そ
の他必要な事項について報告をさせ、又は景観行政団体の職員に、当該建築物
の敷地若しくは当該工作物の存する土地に立ち入り、特定届出対象行為の実施
状況を検査させ、若しくは特定届出対象行為が景観に及ぼす影響を調査させる
ことができる。 

８ 第６項の規定により原状回復等を行おうとする者及び前項の規定により立入
検査又は立入調査をする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求
があった場合においては、これを提示しなければならない。 

９ 略 

 

  

  
第      号  

   身 分 証 明 書 

 

所 属                  

氏 名                  

年   月   日生   

５
．
５
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

 

 

写  真 

 上記の者は、景観法第１７条 

であることを証明する。 

      年  月  日 

和 泉 市 長           

８．５センチメートル  

第６項の規定により原状回復等を行おうとする者 

第７項の規定により立入検査又は立入調査をする者 



 

様式第１４号（第１３条関係） 

 

                 （表） 

  
第      号  

   身 分 証 明 書 

 

所 属                  

氏 名                  

年   月   日生   

５
．
５
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

 

 

写  真 

 上記の者は、景観法 

                         であることを証明する。 

      年  月  日 

和 泉 市 長           

８．５センチメートル  

 

                 （裏） 

景観法（抜粋） 
（原状回復命令等） 

第２３条 
１ 略 
２ 前項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置（以下この条にお
いて「原状回復等」という。）を命じようとする場合において、過失がなくて当
該原状回復等を命ずべき者を確知することができないときは、景観行政団体の長
は、その者の負担において、当該原状回復等を自ら行い、又はその命じた者若し
くは委任した者にこれを行わせることができる。この場合においては、相当の期
限を定めて、当該原状回復等を行うべき旨及びその期限までに当該原状回復等を
行わないときは、景観行政団体の長又はその命じた者若しくは委任した者が当該
原状回復等を行う旨をあらかじめ公告しなければならない。 

３ 前項の規定により原状回復等を行おうとする者は、その身分を示す証明書を携
帯し、関係人の請求があった場合においては、これを提示しなければならない。 

 
（原状回復命令等についての準用） 
第３２条 第２３条の規定は、前条第1項の規定に違反した者又は同条第２項にお
いて準用する第２２条第３項の規定により許可に付された条件に違反した者が
ある場合について準用する。この場合において、第２３条第１項中「景観重要建
造物」とあるのは、「景観重要樹木」と読み替えるものとする。 

２ 略 

  

第２３条第２項の規定により原状回復等を行おうとする者 

第３２条第１項の規定において準用する同法第２３条第２項の規定による原状回復等を行おうとする者 

 



 

様式第１５号（第１４条関係） 

 

 

 

 

 

  

 

景観重要建造物 

 

この建造物は、景観法第１９条第１項の規定により指定された景観重要建造物です。 

 

 

２
１
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
 

 

 

 

指 定 番 号  第         号  

建 造 物 名               

指定年月日      年  月  日  

和泉市   

３０センチメートル  



 

様式第１６号（第１４条関係） 

 

 

 

  

 

景観重要樹木 

 

この樹木は、景観法第２８条第１項の規定により指定された景観重要樹木です。 

 

 

２
１
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
 

 

 

 

指 定 番 号  第         号  

樹 木 名               

指定年月日      年  月  日  

和泉市   

３０センチメートル  



 

様式第１７号（第１５条関係） 

景 観 協 定 認 可 申 請 書  

 

  年  月  日 

 

  （申請先）和泉市長 あて 

 

                  申請者 住 所  

 

                      氏 名  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 

 景観法第８１条第４項又は第９０条第１項の規定により、景観協定の認可を受けたいので、次のとお

り申請します。 

 

景 観 協 定 の 名 称 
 

 

有 効 期 間 
 

 

違反した場合の措置 

 

 

 

土地所有者等の人数 

土地の 

所有者 

土地の 

借地権者 

景観法第91条第1項 

に規定する借主 

景観法第91条第2項 

に規定する権利者 

合計 

 

人 

 

人 

 

人 

 

人 

 

人 

景 観 協 定 区 域 

の 所 在 地 番 

 和泉市  

 

 

（面積         ㎡） 

景観協定区域隣接地 

の 所 在 地 番 

 和泉市  

 

 

（面積         ㎡） 
 
注 ※印がある欄は、記入不

要です。 
※認可欄 ※受付欄 

 認可番号 第    号 
 

 この申請を認可します。 
 

       年   月   日 

 

   和泉市長                ㊞ 

 第       号 

 

 

 

 
 

  



 

様式第１８号（第１５条関係） 

景 観 協 定 変 更 認 可 申 請 書  

 

  年  月  日 

 

  （申請先）和泉市長 あて 

 

                  申請者 住 所  

 

                      氏 名  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 

 景観法第８４条第１項の規定により、景観協定の内容を変更したいので、次のとおり申請します。 

 

景 観 協 定 の 名 称  

認 可 年 月 日        年   月   日 

認 可 番 号  第             号 

変 更 す る 事 項 
 □ 区域     □ 景観形成のための事項     □ 有効期間 

 □ 違反した場合の措置     □ 景観協定区域隣接地 

変 更 内 容 

変更前 

 

 

 

変更後 

 

 

 

変 更 理 由 

 

 

 

 
 
注１ 「変更する事項」の欄

には、該当する□にレ

印を付けてください。 

 ２ 添付が必要な図書の

うち、この申請に係る

変更をしようとする

事項を記載した書類

を添付してください。 

 ３ ※印がある欄は、記入

不要です。 

※認可欄 ※受付欄 

 認可番号 第    号 
 

 この変更申請を認可します。 
 

       年   月   日 

 

   和泉市長                ㊞ 

 第       号 

 

 

 

 
 

  



 

様式第１９号（第１６条関係） 

景 観 協 定 区 域 除 外 届 出 書  

 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                  届出者 住 所  

 

                      氏 名  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 

 景観協定区域から除外されたので、景観法第８５条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

景 観 協 定 の 名 称  

認 可 番 号  第             号 

除 外 さ れ た 土 地 

 和泉市 

 

 

除 外 の 理 由 
 □ 景観法第８５条第１項 

 □ 景観法第８５条第２項 

備 考 

 

 

 

 

 

 
 
注１ 「除外の理由」の欄には、該当する□にレ印を付けてください。 

 ２ ※印がある欄は、記入不要です。 
※受付欄 

 第       号 

 

 

 

 
 

  



 

様式第２０号（第１７条関係） 

景 観 協 定 加 入 届 出 書  

 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                  届出者 住 所  

 

                      氏 名  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 

 景観法第８７条第１項又は第２項の規定により、景観協定に加入したいので、次のとおり届け出ます

。 

 

景 観 協 定 の 名 称  

認 可 番 号  第             号 

景 観 協 定 に 

加 入 す る 土 地 

 和泉市 

 

 

土 地 の 区 分 
 □ 景観協定区域内 

 □ 景観協定区域隣接地の区域内 

 
注１ 「土地の区分」の欄には、該当する□にレ印を付けてください。 

２ ※印がある欄は、記入不要です。 
※受付欄 

 第       号 

 

 

 

 
 

 

  



 

様式第２１号（第１８条関係） 

景 観 協 定 廃 止 認 可 申 請 書  

 

  年  月  日 

 

  （申請先）和泉市長 あて 

 

                  申請者 住 所  

 

                      氏 名  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 

 景観法第８８条第１項の規定により、景観協定の廃止の認可を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

景 観 協 定 の 名 称  

認 可 年 月 日        年   月   日 

認 可 番 号  第             号 

景 観 協 定 区 域 

の 所 在 地 番 

 和泉市  

 

 

景観協定区域隣接地 

の 所 在 地 番 

 該当 ： □ 有    □ 無 

 和泉市  

 

 

合 意 率 

全土地所有者等の数 合意土地所有者等の数 
 

％ 

 

人 

 

人 

廃 止 の 理 由 

 

 

 
 
注 ※印がある欄は、記入不

要です。 
※認可欄 ※受付欄 

 認可番号 第    号 
 

 この申請を認可します。 
 

       年   月   日 

 

   和泉市長                ㊞ 

 第       号 

 

 

 

 
 

  



 

様式第２２号（第１９条関係） 

景 観 整 備 機 構 指 定 申 請 書  

 

  年  月  日 

 

  （申請先）和泉市長 あて 

 

                  申請者 住 所  

 

                      氏 名  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 

 景観法第９２条第１項の規定により、景観整備機構の指定を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

法 人 の 種 別 
 □ 一般社団法人又は一般財団法人 

 □ 特定非営利活動促進法第２条第２項の特定非営利活動法人 

指 定 後 の 予 定 業 務 

景観法第９３条 

 □ 第１号 
良好な景観の形成に関する事業を行う者に対し、当該事業に関する

知識を有する者の派遣、情報の提供、相談その他の援助を行うこと。 

 □ 第２号 
管理協定に基づき景観重要建造物又は景観重要樹木の管理を行うこ

と。 

 □ 第３号 

景観重要建造物と一体となって良好な景観を形成する広場その他の

公共施設に関する事業若しくは景観計画に定められた景観重要公共

施設に関する事業を行うこと又はこれらの事業に参加すること。 

 □ 第４号 
前号の事業に有効に利用できる土地で景観法施行令第２８条各号に

定めるものの取得、管理及び譲渡を行うこと。 

 □ 第５号 

景観農業振興地域整備計画の区域内にある土地を景観農業振興地域

整備計画に従って利用するため、委託に基づき農作業を行い、並びに

当該土地についての権利を取得し、及びその土地の管理を行うこと。 

 □ 第６号 良好な景観の形成に関する調査研究を行うこと。 

 □ 第７号 
前各号に掲げるもののほか、良好な景観の形成を促進するために必

要な業務を行うこと。 

 
注１ 「指定後の予定業務」

の欄には、該当する□

にレ印を付けてくだ

さい。 

２ ※印がある欄は、記入

不要です。 

※認可欄 ※受付欄 

 指定番号 第    号 
 

 景観整備機構として指定します。 
 

       年   月   日 

 

   和泉市長                ㊞ 

 第       号 

 

 

 

 
   



 

様式第２３号（第２１条関係） 

景 観 整 備 機 構 名 称 等 変 更 届 出 書  

 

  年  月  日 

 

  （提出先）和泉市長 あて 

 

                  届出者 住 所  

 

                      氏 名  

                      （法人その他の団体にあっては、所在地、名称及び代表者名） 

 

 景観法第９２条第３項の規定により、景観整備機構の名称等を変更したいので、次のとおり届け出ま

す。 

 

指 定 年 月 日        年   月   日 

指 定 番 号  第            号 

変 更 事 項 
 

 

変 更 内 容 

 

 

 

 

変 更 の 理 由 

 

 

 

 

備 考 

 

 

 

 
 
注 ※印がある欄は、記入不要です。 ※受付欄 

 第       号 

 

 

 

 
 

 


